
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説】 

１ 本通達では、災害損失特別勘定の繰入れを行った法人が、その後、やむを得ない事情によ

り修繕等が遅れた場合の災害損失特別勘定の益金算入の特例に関する取扱いを明らかにし

ている。この取扱いは、平成 28 年４月の熊本地震に際して公表した個別通達を基本通達と

して整理したものである。 

２ 災害損失特別勘定の繰入れを行った法人において、被災資産に係る修繕等がやむを得な

い事情によって１年経過事業年度終了の日までに完了しなかったため、同日において災害

損失特別勘定の残額（次の①に掲げる金額から②に掲げる金額を控除した金額をいう。）を

有している場合には、その益金算入時期の延長を行うことができる。 

① 被災事業年度において災害損失特別勘定に繰り入れた金額 

② 被災事業年度終了の日の翌日から１年経過事業年度終了の日までにおいて被災資産に

係る修繕費用等として損金の額に算入する金額の合計額（保険金等により補塡される金

額がある場合には、当該金額の合計額を控除した残額。以下「修繕済額」という。）  

具体的には、法人が、当該１年経過事業年度終了の日までに災害損失特別勘定の益金算入

時期の延長確認申請書を所轄税務署長（国税局の調査課所管法人にあっては、所轄国税局

【新設】（修繕等が遅れた場合の災害損失特別勘定の益金算入の特例） 

12－２－12 被災資産に係る修繕等がやむを得ない事情により１年経過事業年度終了の

日までに完了しなかったため、同日において災害損失特別勘定の残額（次の⑴に掲げる

金額から⑵に掲げる金額を控除した金額をいう。以下 12－２－12 において同じ。）を有

している場合において、当該１年経過事業年度終了の日までに災害損失特別勘定の益金

算入時期の延長確認申請書を所轄税務署長（国税局の調査課所管法人にあっては、所轄

国税局長）に提出し、その確認を受けたときは、修繕等が完了すると見込まれる日の属

する事業年度（以下 12－２－12 において「修繕完了事業年度」という。）をもって 12－

２－10《災害損失特別勘定の益金算入》の⑴の１年経過事業年度とすることができる。 

⑴ 被災事業年度において災害損失特別勘定に繰り入れた金額 

⑵ 被災事業年度終了の日の翌日から１年経過事業年度終了の日までにおいて被災資

産に係る修繕費用等として損金の額に算入する金額の合計額（保険金等により補塡さ

れる金額がある場合には、当該金額の合計額を控除した残額。以下 12－２－12 におい

て「修繕済額」という。） 

(注)１ 上記の取扱いの適用を受ける場合には、その取扱いの適用を受ける前の１年経過

事業年度までの各事業年度において、修繕済額と災害損失特別勘定の残額から修繕

費用等の見込額（１年経過事業年度終了の日の翌日から修繕完了事業年度終了の日

までに支出することが見込まれる修繕費用等の金額の合計額（保険金等により補塡

される金額がある場合には、当該金額の合計額を控除した残額とし、災害損失特別

勘定の残額を限度とする。）をいう。）を控除した金額との合計額に相当する災害損

失特別勘定の金額を益金の額に算入することとなる。 

２ 「修繕完了事業年度」、「被災事業年度」及び「１年経過事業年度までの各事業年

度」は、その事業年度が連結事業年度に該当する場合には、当該連結事業年度とす

る。 
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長）に提出し、その確認を受けたときは、修繕等が完了すると見込まれる日の属する事業年

度（以下「修繕完了事業年度」という。）をもって法人税基本通達 12－２－10《災害損失特

別勘定の益金算入》の⑴の１年経過事業年度とすることができる。 

 (注) 上記の取扱いの適用を受ける場合には、その取扱いの適用を受ける前の１年経過事業

年度までの各事業年度において、修繕済額と災害損失特別勘定の残額から修繕費用等の

見込額（１年経過事業年度終了の日の翌日から修繕完了事業年度終了の日までに支出す

ることが見込まれる修繕費用等の金額の合計額（保険金等により補塡される金額がある

場合には、当該金額の合計額を控除した残額とし、災害損失特別勘定の残額を限度とす

る。）をいう。）を控除した金額との合計額に相当する災害損失特別勘定の金額を益金の

額に算入することとなる。 

３ また、連結法人であった法人が災害損失特別勘定の繰入れを行い、その後、連結法人から

単体法人となった場合には、単体法人として災害損失特別勘定の益金算入の特例の適用を

受けることとなるため、本通達の読替規定を注書き２で明らかにしている。 

４ 連結納税制度においても、同様の通達（連基通 20－２－18）を定めている。 
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